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序     文 

 
 
独立行政法人国際協力機構は、平成 16 年 2 月 14 日から平成 16 年 3 月 2 日にかけて中東地域のエ

ジプト・トルコの 2 カ国に、旧水産環境協力課長代理西本玲を団長とするエジプト・トルコ魚類増養

殖基礎調査団を派遣しました。 

 基礎調査は、具体的なプロジェクトの形成を想定した調査ではなく、特定国・特定地域における農

林水産業分野の基礎資料・情報の収集、整理や対応が難しい特定課題に関する調査を行い、将来の水

産協力の展開に役立てることを目的とするものです。このような調査の結果により、特定の国や課題

に関するプロジェクトの形成が容易となり、また調査の対象となった国や課題に関連する案件の要請

がある場合にはその内容を審査する際に重要な基礎資料となります。 

今回の調査は、中東地域においても水産分野の協力ニーズの高い両国を対象に、新規協力案件実施

にかかる可能性を検討するための基礎的資料・情報の収集を目的として実施されました。調査団は訪

問国の政府関係機関の他、民間企業、大学の関係者と協議を行うとともに、関係各国の漁業事情を調

査し、帰国後の国内作業を経て調査結果を本報告に取りまとめました。 

 今回の調査が将来中東地域における水産分野協力の案件形成に役立つ資料となることを期待します。 

 おわりに、この調査にご協力・ご支援を頂きました関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表しま

す。 

 

平成 16 年 4 月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 古賀 重成 



要     約 

（トルコ） 
トルコ国南西部（地中海およびエーゲ海沿岸）では、温暖な気候を生かしてスズキやヘダイの海面

養殖が広く普及しているが、養殖供給量の増加により安価で取引されている。このため、黒海カレイ

を含む新規養殖魚種の養殖ニーズは依然として高い。また、エーゲ海から地中海沿岸部にかけては黒

海カレイに適した水温・水質の豊富な地下水があり、黒海カレイの養殖普及にも適している。 
同国農業村落省およびベイメリック養殖開発センターは、南西部地域での養殖ポテンシャルが高い

ことをよく理解しており、今までトラブゾン中央水産研究所で行われてきた技術協力の成果を生かし

て南西部地域で養殖技術の普及を行うことに強い熱意と期待を持っていることが窺われた。 
トラブゾン中央水産研究所では、研究所レベルでの黒海カレイ養殖技術が確立されてきているが、

市場規模サイズまでの育成技術はまだ技術開発が必要な部分として残っている。今回、トラブゾン中

央水産研究所では黒海カレイの親魚養成および種苗生産技術の開発を継続して進めることとし、南西

部地域の養殖技術拠点となるベイメリック養殖開発センターでは、市場規模サイズまでの養殖技術の

開発を行うことで両者の役割を明確にすることができた。ベイメリック養殖開発センターでは、さら

に同国南西部での黒海カレイの養殖技術普及を促進する役割を担うことになる。 
拠点となるベイメリック養殖開発センターは、広大な土地と養殖施設を有しているものの十分に活

かしきれておらず養殖普及を促進する本来の役割を果たしていない。黒海カレイの養殖普及には、同

センターが養殖普及の拠点として十分機能することが前提となる。同センターにて民間養殖業者への

インパクトがある新魚種を取り扱えるようになりたい、との先方の要望はもっともであり、トルコ側

が主体的に取り組むこと、体制整備作りに限定することを条件に今回の協力に加えることになった。

黒海カレイの実践的な養殖技術の開発、普及とともに新魚種を取り扱うことで同センターが活性化し

て養殖開発センターとしての本来の役割を取り戻すことが期待される。 
 一般的に、養殖技術の開発には多くの基礎研究と技術開発を伴うが、黒海カレイのように年１回の

短い種苗生産期間の魚種を取り扱う場合には、技術普及につなげるまでにさらに時間を要する。一方、

トルコでは研究所を含む公共部門と民間部門の関係が近く交流が活発であり、いったん技術開発がな

されて収益が確実に得られるとなれば、急速に技術が普及することが想定される。当面は実践的な技

術開発に集中することになるが、併行して民間部門への情報提供を幅広い関係者に行い、様々なレベ

ルの養殖業者が参入する機会を提供していくことも重要である。 
 
（エジプト） 
 エジプトは、地中海、紅海における海面漁業、ナイル川や内陸湖沼を利用した内水面漁業や養殖業

が盛んであり、中近東地域では水産業の技術力が比較的高い国の一つである。今回の調査では、エジ

プト水産業に関する全般的な情報収集を通じて現地水産増養殖事業の把握を行うとともに、ナセル湖

における養殖技術の第三国研修要請についての詳細確認を行って、協力内容の検討を行うことを目的

として調査を行った。 
 全般的な情報収集を行うには時間的な制約があり限られた海水・淡水および汽水養殖を中心とした

水産情報を収集するにとどまったが、現地水産増養殖のおおよその状況を把握することができ、また

第三国研修要請についてもＦＭＣとの協議を通じて河川や湖沼における水産資源管理を中心とした内

容で協力の枠組みを形成することができ、有意義な調査を行うことができたと考える。 
 エジプトの内水面養殖は、ティラピアを中心に既にほぼ成熟しており、利用可能な内水面の制約や

主要淡水魚価の低価格安定等の要因からもこれ以上の大幅な発展は見込めない状況である。一方、高

価格であり国内でまだ産業として発展が遅れている海水魚養殖は今後大いに発展する素地はあるもの

の、まずは地理的条件や市場ニーズ等から海水魚養殖の開発可能性を十分見極めることが肝要である。

エ国農業省でも今までの内水面養殖中心から海水魚養殖に重点を移す意向があるとのことで、今後の

具体的な対応が期待される。 



 第三国研修要請のあったＦＭＣについては、今後いかに自立発展性を高めていくかが課題であり、

特に技術面と組織面での強化が必要と思われる。技術面では、決められたルーチン業務をこなすだけ

でなく、自ら技術向上を行うレベルとなることが目標となる。第三国研修では、本来の目的であるナ

イル川流域国への技術移転とともに、ＦＭＣ研究員の技術指導能力の向上と水産資源管理に関する周

辺諸国との情報・知見の共有にも重点を置いた内容とするべきである。組織面では、ハイダム湖開発

総局の１開発セクターとの位置づけだけでなく、エ国の内水面増養殖に関連する政府機関との連携を

強化して、内水面漁業の中心の一つであるアスワンに位置する特徴を生かしてＦＭＣが同分野でのプ

レゼンスを高めていくことが必要と思われる。 
 ナイル流域諸国に対して水産分野では技術先進国と思われるエジプトは、今後、ナイル流域諸国だ

けでなくそれ以外のアフリカ英語圏に対しても同分野での協力拠点となるポテンシャルを有している。

これから予定されている水産資源管理に関する第三国研修の実施状況や周辺国のニーズ分析を行った

うえで、協力範囲の拡大可能性も視野に入れて今後の協力を考えていくことも必要である。 
 



略 語 表 

 
BMC (Beymelek Mariculture Center) ベイメリック養殖開発センター 
CLAR (Central Laboratory for Aquaculture Research) エジプト中央養殖研究所 
COD (Chemical Oxygen Demand) 化学的酸素要求量 
C/P（Counterpart） カウンターパート 
CPUE (Catch per Unit Effort) 単位努力量あたり漁獲量 
DBT (Digital Bathy Thermograph) デジタル自記水深水温計 
DO (Dissolved Oxygen) 溶存酸素量 
EFTCA (Egyptian Fund of Technical Cooperation for Africa) エジプト外務省アフリカ技術協力基金
EICA (Egyptian International Center for Agriculture) エジプト国際農業センター 
EU (European Union) 欧州連合 
FAO (Food and Agriculture Organization) 国連食糧農業機関 
FMC (Fishery Management Center) 水産資源管理センター 
F/U (Follow Up) フォローアップ 
GAFRD (General Authority for Fish Resource Development) エジプト農業省水産資源開発総局 
GDP (Gross Domestic Product) 国内総生産 
HACCP (Hazard Analysis and Critical Control Point) 危害分析重要管理点方式 
HDLDA (High Dam Lake Development Authority) ハイダム湖開発総局 
ICLARM (The International Center for Living Aquatic 
Resources Management) 

国際水生生物資源管理センター（現
World Fish Center） 

JICA (Japan International Cooperation Agency) 独立行政法人国際協力機構 
MARA (Ministry of Agriculture and Rural Affairs) トルコ農業村落省 
MSY (Maximum Sustainable Yield ) 最大持続生産量（最大持続可能漁獲量）
NIOF (National Institute of Oceanography and Fisheries) エジプト国立海洋水産研究所 
PC (Personal Computer) パーソナルコンピューター 
pH (Hydrogen Power) 水素イオン指数 
SPO (State Planning Organization) トルコ国家計画庁 
SV (Senior Volunteer) シニアボランティア 
USAID (United States Agency for International Development) 米国国際開発機構 
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写    真 

（トルコ） 

  
アンカラにおける水産物販売の様子。様々な魚が一面にディスプレイされ、多くの客で賑わっている。
黒海カレイ（カルカン：右上写真）は、多くの魚介類の中でも別格の値段で販売されていた。（ちなみ
に見学を行った当日の価格は 5,500 万リラ（約 4,500 円）であった） 
 

  
黒海水域増養殖増養殖開発計画（フォローアップ）が実施されているトラブゾン中央水産研究所。養
殖部門だけでなく、海面漁業や黒海環境のモニタリングに関する部署も擁する水産に関する総合研究
所である。 
 

  
ベイメリック養殖開発センター。広大な敷地と多くの施設を有するが、現在はスズキとヘダイの種苗
生産のみを細々と実施している状況であり、多くの施設は遊休化し、使用されている様子はない。 



（エジプト） 

  
エジプトにおける水産物販売状況。左上写真はカイロの中央市場の様子であり、広大な市場で多くの
海水魚・淡水魚が販売されている。右上写真はアスワンにおける淡水魚市場。ナセル湖で漁獲された
魚が主に出回っている。カイロの中央市場に比べると、衛生状況も悪く氷の使用も限定的な状況であ
った。 

  
アスワンにある水産資源管理センター（FMC）。ナセル湖における漁業活動を統括し、資源増殖を中心
とした資源監理を実施している。同センターは、種苗生産施設や小規模人工飼料工場など様々な施設
を有しているものの、老朽化した資機材も多い。右上写真は日本の無償援助で建造された FMC 所有の
研究調査船。船齢が 20 年に達し代船の建造が望まれている。 
 

  
アレキサンドリアにある農業省水産資源開発総局（GAFRD）傘下の海水魚種苗生産施設。経済価値の
高い商業的海水魚養殖技術の民間への普及を目的として設置されており、現在ではスズキ・ヘダイ・
レッドティラピアの種苗生産を行っている。また、JICA シニアボランティアが派遣されており、現地
技術者の指導に当たっている。 
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 第 1 章 基礎調査の概要 
 
1-1 基礎調査団派遣の経緯と目的 

中東地域における水産業は、域内各国の技術力も比較的高く、また水産業が基幹産業として位置づ

けられている国も多い。 
トルコでは、国土が黒海・エーゲ海・地中海にかこまれており、海面漁業・養殖業に対する関心が

高く、また水産業は国の基幹産業と位置づけられている。わが国は古くから同国に対し水産分野の協

力を行ってきており、協力の成果を上げてきた。現在同国では技術協力プロジェクト「黒海水域増養

殖開発計画」（フォローアップ）を実施中であるが、2004 年度 10 月で協力期間が終了することを受け、

本プロジェクトで培った養殖技術を適地にて普及・発展させることが求められている。 
一方エジプトでは、地中海・紅海における海面漁業・養殖業が盛んであり、また特にナイル川の流

域における淡水魚の養殖分野では、ナイル流域諸国に対して技術先進国であることを自負している。

しかし、過去エジプトに対する水産案件協力の実績は少なく、データの蓄積も限られており、今後エ

ジプトに対する水産協力の検討に必要な最新の水産分野情報の蓄積と状況把握が求められている。 
このような状況下、独立行政法人国際協力機構はエジプトおよびトルコにおいて、当該地域におけ

る水産業に関する全般的な資料・データの収集・整理・分析を通じて現地水産増養殖状況の把握を行

うとともに、新規案件の立ち上げ検討ならびに現地要望調査内容の詳細確認を行うことを目的とする

基礎調査団を派遣することとなった。具体的な調査地として、トルコでは、「黒海水域増養殖開発計画」

（フォローアップ）のプロジェクトサイトであるトラブゾンとあわせ、同プロジェクトの養殖技術の

普及を目的とした平成 16 年度新規案件要望で技術協力プロジェクト「カレイ養殖」の要請があったベ

イメリックを主な調査対象地域として選定した。 
一方エジプトでは海面養殖シニアボランティアが活動中のアレキサンドリア、および淡水養殖業が

盛んで将来のナイル流域諸国に対する協力の拠点候補であり、平成 16 年度新規案件要望で技術協力プ

ロジェクト「ナイル流域諸国のための養殖技術第三国集団研修」の要請があったアスワンのナセル湖

が選定された。 
 

1-2 団員の構成 
・ 西本 玲（団長） JICA 森林・自然環境協力部 水産環境協力課  課長代理 
・ 河原 省吾（海水魚養殖）  株式会社 国際水産技術開発  主席研究員 
・ 大橋 元裕（水産計画・淡水魚養殖）  株式会社 国際水産技術開発  代表取締役 
・ 堧水尾 真也（計画管理） JICA 森林・自然環境協力部 水産環境協力課 職員 
 
1-3 調査日程 
月 日 曜 行    程 宿泊地 
2 14 土 成田（11:25）→ウィーン（16:00） OS052 ウィーン 

（オーストリア）
2 15 日 ウィーン（10:30）→アンカラ（14:05） OS5825 アンカラ 

（トルコ） 
2 16 月 09:30  JICA 事務所打ち合わせ 

11:10  国家計画庁（SPO）表敬 
12:30  在トルコ日本国大使館表敬 
14:15  鮮魚販売状況視察 
16:10  農業村落省（MARA）との協議 
17:15  鮮魚販売状況視察 
アンカラ (20:00) → トラブゾン (21:15)  TK536 

トラブゾン 
（トルコ） 

2 17 火 09:30  トラブゾン中央水産研究所長表敬 
10:00  黒海水域増養殖開発計画 F/U 状況およびトラブゾン中央水産  

研究所施設視察 
13:30  トラブゾン中央水産研究所との協議 
15:00  岩本専門家との意見交換 

同上 
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2 18 水 トラブゾン (09:40) → イスタンブール (11:25)  TK547 
イスタンブール (12:20) → アンタルヤ (13:35)  TK414 
14:40  農業村落省アンタルヤ地方総局表敬 
アンタルヤ→ベイメリック（陸路移動） 
20:30  団内打ち合わせ 

ベイメリック 
（トルコ） 

2 19 木 09:30  ベイメリック養殖開発センター所長表敬 
10:00  ベイメリック養殖開発センター施設見学 
13:45  団内打ち合わせ 
15:15  ミニッツ内容打ち合わせ 

同上 

2 20 金 09:00  ミニッツ内容打ち合わせ 
ベイメリック→アンタルヤ（陸路移動） 
15:10  民間養殖会社（TSM DENIZ URUNLERI SANAYI ve TIC. A.S.） 

視察 
16:50  アンタルヤ県知事表敬 
アンタルヤ (19:10) → イスタンブール (20:25)  TK421 

イスタンブール
（トルコ） 

2 21 土 イスタンブール→チャナッカレ近郊（陸路移動） 
13:50  イダグダ社（黒海カレイ養殖企業）視察 
チャナッカレ近郊→イスタンブール（陸路移動） 

同上 

2 22 日 イスタンブール（12:45）→アンカラ（13:45） TK124 アンカラ 
（トルコ） 

2 23 月 10:30  農業村落省（MARA）との協議（ミニッツ署名） 
14:30  JICA 事務所 報告 
16:00  在トルコ日本国大使館 報告 
アンカラ（19:00）→イスタンブール（20:00） TK143 
イスタンブール（22:05）→カイロ（24:20） TK1142 （以後エジプ
ト調査） 

カイロ 
（エジプト） 

2 24 火 09:30  JICA 事務所との打ち合わせ 
11:00  農業省水産資源開発総局 (GAFRD) との協議 
カイロ（15:00）→アスワン（16:20） MS233 

アスワン 
（エジプト） 

2 25 水 10:00  水産資源管理センター（FMC）との協議 
11:00  アスワン漁港視察 
11:30  ハイダム湖開発総局表敬 
12:15  水産資源管理センター施設および関連機関視察 
15:00  団内打ち合わせ 

同上 

2 26 木 08:45  アスワン魚市場視察 
09:30  水産資源管理センター（FMC）との協議 
13:20  Misr Aswan Fishing and Fish Processing Company 視察  
14:00  水産資源管理センター（FMC）施設視察 
15:00  団内打ち合わせ  

同上 

（西本・河原・堧水尾）アスワン（08:25）→カイロ（09:50） MS134 カイロ 
（エジプト） 

2 27 金 

（大橋）ナセル湖淡水養殖追加情報収集・資料整理 
（3 月 3 日までアスワンで追加調査を行い，3 月 4 日 JICA 事務所報
告のうえ帰国） 

アスワン 
（エジプト） 

2 28 土 （以下、西本・河原・堧水尾） 
06:30  ラブール卸売市場視察 
カイロ→アレキサンドリア（陸路移動) 
11:45  アレキサンドリア海水魚種苗生産施設視察 
15:00  マリオート養殖公社視察 

アレキサンドリ
ア 

（エジプト） 

2 29 日 08:50 マリウッド魚市場視察 
09:40 アレキサンドリア大学科学部海洋学科との協議 
11:50 国立海洋水産研究所（NIOF）との協議 
アレキサンドリア→カイロ（陸路移動） 
19:40 JICA 事務所報告 

カイロ 
（エジプト） 

3 1 月 08:50 エジプト国際農業センター（EICA）との協議 
カイロ（13:20）→ 

機中泊 

3 2 火 → シンガポール（07:10） SQ427 
シンガポール（08:20）→成田（15:50） JL712 

－ 

 
1-4 調査方針 
（トルコ） 
（1） トルコにおける淡水・海面増養殖業の現状や、水産物の市場流通状況（黒海側・地中海側）に関
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し、現地関係機関との協議ならびにサイトの視察を通じ、データ収集および分析を行う。 
（2） トラブゾンで実施中の「黒海水域増養殖開発計画」（フォローアップ）のプロジェクトサイトを

訪問し、黒海における資源状況および水域環境状況に関する調査を行う。また先行事例研究とし

て、新規案件の立ち上げに際し留意が必要となるものについての情報収集も行う。 
（3） 特にトルコのベイメリックを拠点とした海面養殖プロジェクト（カレイ養殖）の立ち上げに関し、

現地要望調査内容および現地機関の受け入れ態勢等に関する詳細の確認を行い、援助の実施規模

および内容（養殖対象魚種の拡大の可能性も含む）に関して検討を行い、調査結果を取りまとめ

たミニッツを農業村落省と署名交換する。 
 
（エジプト） 
（1） エジプトにおける淡水・海面増養殖業の現状に関し、現地関係機関との協議ならびにサイトの視

察を通じ、データを収集および分析を行う。また、将来エジプトをアフリカにおける淡水養殖業

の拠点とすることも視野に入れ、ナイル流域諸国を含む関係国のニーズに関する情報収集も行う。 
（2） 現地関係機関との協議ならびにサイトの視察を通じ、過去の日本の水産協力に関するフォローア

ップ必要性の有無を検討する。 
（3） 特にエジプトのナセル湖を拠点とした第三国集団研修（ナイル流域諸国のための養殖技術第三国

集団研修）の実施に関し、その現地要望調査内容および現地機関の受け入れ態勢等に関する詳細

の確認を行うとともに、研修の詳細内容についての検討を行う。 
 
1-5 調査方法 
・ 過去に派遣された調査団の調査結果および報告書等のレビュー 
・ 現地関係機関および関係者からの聞き取り 
・ 現地関連サイトの視察など 

 
1-6 主要面会者 
（トルコ） 
(1) 在トルコ日本国大使館 
・小田原 雄一  二等書記官 
 
(2) JICA 関係者 
・稲葉 泰  JICA トルコ事務所長 
・芦野 誠  JICA トルコ事務所次長 
・齋藤 ゆかり  JICA トルコ事務所員 
・Dr. Emin Ozdamar  JICA トルコ事務所ナショナルスタッフ（技術協力課長） 
・岩本 浩  黒海水域増養殖開発計画フォローアップ長期専門家（チーフアドバイザー） 
・土居 和彦  黒海水域増養殖開発計画フォローアップ短期専門家 
・Mr. Ercument Ozturk  調査団通訳（2/18－2/20） 
 
(3) 国家計画庁（State Planning Organization） 
・Mr. Mehmet Tekin  社会分野調整総局社会研究部長 
・Ms. Gungor Senel  経済分野調整総局計画専門家（水産分野担当） 
・Ms. Fusun Atik Boyar  経済分野調整総局計画専門家（水産分野担当） 
 
(4) 農業村落省（Ministry of Agriculture and Rural Affairs） 
・Mr. Adnan Gultek  農業生産開発総局副局長 
・Mr. Bedrullah Ercin  アンタルヤ地方総局長 
・Mr. Erkan Gozgozoglu  水産局養殖部長 
・Mr. Hayri Deniz  水産局養殖部海洋課長 
 
(5) トラブゾン中央水産研究所（Central Fisheries Research Institute ‐ Trabzon） 
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・Mr. Mehmet Calik  副所長（技術分野担当） 
・Mr. Ali Cankaya  プロジェクトコーディネーター 
・Ms. Cennet Ustundag  飼育施設長（プロジェクト C/P） 
・Mr. Adnan Erteken  プロジェクト C/P 
・Mr. Atilla Hasimoglu  プロジェクト C/P 
・Mr. Ilhan Aydin  プロジェクト C/P 
・Mr. Haci Savas  プロジェクト C/P 
 
(6) ベイメリック養殖開発センター（Beymelek Mariculture Center） 
・Dr. Atilla Ozdemir  所長 
・Mr. Suleyman Ozturk  生産部長 
・Mr. Salih Kocakaya  養殖技師 
 
(7) 民間養殖会社（TSM DENIZ URUNLERI SANAYI ve TIC. A.S.） 
・Mr. Adem Eolak 
 
(8) アンタルヤ県庁 
・Mr. Alaaddin Yuksel  県知事 
 
(9) イダグダ社（黒海カレイ養殖企業） 
・Mr. Erdem Okte  代表 
 
（エジプト） 
（１）JICA 関係者 
・ 岩間 JICA エジプト事務所次長 
・ 東 JICA エジプト事務所員 
・ 須賀 JICA エジプト事務所 Project Officer 
・ Mr. Alfred Zoser JICA エジプト事務所 Development Officer 
・ 萩原 正道 シニアボランティア 
 
（２）農業省水産資源開発総局（General Authority for Fish Resource Development : GAFRD） 
・ Dr. Magdy A. Saleh 研究開発部長 
・ Dr. Somia Shereif 国際協力部長 
・ Mr. Nowill Abdel Wahah 国際協定部長 
・ Dr. Madani Ali Madani 研究開発部研究員 
 
（３）外務省アフリカ技術協力基金（Egyptian Fund of Technical Cooperation for Africa : EFTCA） 
・ Mr. Mortada A. M. Lashin 事務副局長 
 
（４）水産資源管理センター（Fishery Management Center : FMC） 
・ Dr. Olfat Anwar Habib 所長 
・ Mr. Ahmed Abdel Rahman Mohamed 環境部門研究員（物理・化学分野） 
・ Mr. Ibrahim Omar Mohamed 環境部門研究員（生物分野） 
・ Mr. Mohamed Shehata Mohamed 漁業監理部門研究員 
・ Mr. El Hussein Ammar Adam 資源解析部門研究員 
・ Mr. Morad Zaki Shenouda 資源解析部門研究員 
 
（５）ハイダム湖開発総局（High Dam Lake Development Authority : HDLDA） 
・ Mr. Mohamed M. El-Shahat 局長 
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（６）アレキサンドリア海水魚種苗生産施設（Alexandria Marine Fish Hatchery of GAFRD） 
・ Mr. Raafat Farid Tolba 場長 
・ Dr. Rokaya Goma 副場長 
・ Mr. Ahmed Shahein 親魚育成部門研究員 
・ Mr. Yawer Ahmed 親魚育成部門研究員 
 
（７）マリオート養殖公社（Mariout Fish Farms Company of GAFRD） 
・ Mr. Ahmed Elhifawi 副理事 
 
（８）アレキサンドリア大学科学部海洋学科 

（Oceanography Department, Faculty of Science, Alexandria University） 
・ Dr. S.H. Sharaf El Din 教授（環境評価および計測部門） 
・ Dr. Mohamed M. Dorgham 教授（海洋生物および海洋生態部門） 
・ Dr. Altaf Ezzat Kandil 教授（水産部門） 
 
（９）国立海洋水産研究所（National Institute of Oceanography and Fisheries : NIOF） 
・ Dr. Soliman H. Abdel Rahman 副理事長  
・ Dr. Mohamed M. A. Shreadeh アレキサンドリア支所長 
・ Dr. Amr Zakaria Hamowda アレキサンドリア支所副所長 
・ Dr. Fatma A.A. El-Razak アレキサンドリア支所無脊椎動物養殖局長 
 
（10）エジプト国際農業センター（Egyptian International Center for Agriculture : EICA） 
・ Mr. Magdi Abdel Samad 理事長 
・ Mr. Hazem Abdel Latif 定期研修局長 
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第 2 章 調査結果 

2-1 トルコ  
2-1-1 海面増養殖状況 

トルコの海面養殖は、スズキ（Dicentrarchus labrax）およびヘダイ（Sparus aurata）を中心対象魚

種として、地中海およびエーゲ海沿岸域で広く普及している。生産量は 1988 年の 135 トンから 2000
年の 33,685 トンまで急増し、ここ数年は生産量が微減している（農業村落省、添付資料 1 参照）。中

心魚類 2 種に関しては、種苗生産を含めた養殖のための技術がヨーロッパの養殖先進諸国から導入さ

れており、ある程度高い技術レベルにあると言える。養殖場の中には、通常の網生簀施設や陸上水槽

施設ではなく、近代的な閉鎖（循環）式陸上水槽を用いたものも存在するらしい。他の魚種について

は、JICA がトラブゾン水産研究所で実施中の技術協力プロジェクト「黒海水域増養殖開発計画」で種

苗生産される黒海ガレイ（Psetta maxima）、またタイ類（Pagrus pagrus、Diplodus vulgaris）、カンパ

チ（Seriola dumerili）、シタビラメ（Solea spp.）、オオニベ（Argyrosomus regius）、ウナギ（Anguilla 
anguilla）等が小規模もしくは試験的に養殖されているのみで、その生産量は全海面養殖生産量の数パ

ーセントでしかない。ただし今回の調査では、黒海ガレイを除いて、これら魚類の養殖事実を確認す

ることは時間の都合上できなかった。その他、クルマエビ類（Penaus spp.）、貝類（Ostrea edulis、
Mytilus spp.）の養殖開発も手がけているらしいが、その現状を知ることはできなかった。 
養殖生産されるスズキやヘダイは、国内消費以外にヨーロッパにも大量に輸出され、海面養殖が国

内の重要産業の一つになっている。しかしながら、これらの魚はヨーロッパ諸国においても大量に生

産されており、供給量の増加による価格の低下が著しく、更なる生産拡大は困難な状況にある。その

ため新たな養殖対象種の技術開発が強く望まれているが、現在のところ上述のとおり大きな成果は上

がっていない。このことは、本調査期間中に訪問した各政府関係機関や民間セクターにおいて何度も

述べられ、その重要性が確認された。 
近年、マグロ（Thunnus thynnus）の蓄養が新たな産業として育っている（民間 3 社）。視察したア

ンタルヤ市の養殖会社（Tsm Deniz Urunleri Sanayi ve Tic. A.S.）では日本やスペインから技術指導を

受けて、年間約 1,000 トンのマグロを生産していた。しかしながら、若魚の採捕による資源量の減少

懸念、観光産業や軍事関係との水域競合などにより、今後、大きな発展はあまり望めない状況にある。

また、国によって与えられている養殖ライセンスに生産量の上限が定められている（地中海での総生

産量が規定）ことも、事業拡大の妨げになっているらしい。利益を上げるために、蓄養魚の品質向上

に努めているとのことである。 
海面養殖の許認可は、生産量が 100 トン以下の場合は州政府が、100 トン以上では中央政府が出す

ことになっている。また、配合飼料の輸入など各種規制が中央政府によってかけられている。 
海面養殖関係を担当する政府機関として、JICA が現在プロジェクトを実施中であるトラブゾン水産

研究所、エーゲ海沿岸部に位置するボドルム水産研究所、地中海に面したベイメリック海面養殖開発

センターがある。しかし、JICA によって機能が強化されたトラブゾン研究所はともかく、他の 2 機関

は養殖開発の拠点としての役割を十分に果たしているとは言い難い状況にある。特に、ボドルム研究

所は周囲の観光開発により運営自体が困難になっており、農業村落省は当研究所を閉鎖しベイメリッ

ク開発センターをエーゲ海と地中海における海面養殖開発の拠点とする計画を立てている。 
 
2-1-2 周辺関連分野の調査結果 
(1) 国家計画庁表敬 
国家計画庁では、表敬訪問を行うとともに今回調査内容の説明を行った。その際に、社会分野調整

総局社会研究部長からは、トルコ南東地域で特に淡水養殖に関するニーズおよびポテンシャルが高く、

将来協力の必要性が強調された。また、経済分野調整総局計画専門家（水産分野担当）からは、民間

に裨益する養殖プロジェクトはトルコの経済発展のために必要である旨コメントがあった。しかし、

同専門家は、トルコ政府から日本にベイメリックでの案件実施に関する要請が出ていたことを全く聞
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いておらず、また JICA の援助スキームに関して正確に把握していない様子であった。 
 
(2) 農業村落省との協議 
農業村落省では、平成 16 年度新規案件要望を受けての新規プロジェクトの立ち上げに関し、意見交

換を行った。それによると農業村落省は、本調査団により新規プロジェクトの立ち上げのために検討

が必要なベイメリック養殖開発センターの施設や生産の状況が調査され、その結果として必要な提言

が行われることを期待しているとのことであった。農業村落省によると、ベイメリック養殖開発セン

ターは新規養殖技術を確立し民間へ技術移転を行うことを本来業務とし、かつて行っていたスズキ・

ヘダイの養殖技術開発は現在広く民間に普及したためその使命を全うしており、民間分野からの強い

要望のある新魚種養殖技術開発のニーズを受け、このたびトラブゾン中央水産研究所で行われている

プロジェクトで種苗生産技術が開発された市場価値の高い黒海カレイ（カルカン）に着目し、地中海

側での養殖技術の確立および民間への技術移転を今回新プロジェクトとして目指したいとのことであ

った。また今年度（トルコの予算年度は 1 月から 12 月）はプロジェクトの開始を見越し既に大目の予

算をベイメリックとトラブゾンに割り振っているとのことで、来年度に関してもプロジェクトが開始

された際には予算の確保が可能であり、大きな投入はできないものの、人材（C/P）も含めトラブゾン

でのプロジェクト規模程度の投入は可能である旨表明があった。さらに 1 年後には現在存在するボド

ラム水産研究所を閉鎖し、ベイメリック養殖開発センターを水産研究所へ格上げさせる計画があると

のことであった。新規養殖技術開発対象魚種としての黒海カレイについては、現在では高級魚であり

市場も限られているものの、かつてスズキ・ヘダイがそうであったのと同様に、プロジェクト活動に

より黒海カレイの多量供給が可能となった際には市場価格を下げることが可能となり、海外への輸出

も含め広く市場に受け入れられるものと期待しているとのことであった。 
 
(3) アンカラにおける鮮魚販売状況視察 
アンカラ市内のスーパーマーケットならびに数点の鮮魚販売専門店で鮮魚販売状況の視察を行った。

それによると、視察時にアンカラ市内で売られていた鮮魚はほとんどが海水魚のみであり、販売され

ている魚種の種類に大きな違いはないようであり、トルコにおいても養殖が開始されているスズキや

ヘダイなどを中心に、小アジ，ボラ，サバ，サケ，ニジマスなど 10－15 種類位に限られているようで

ある。店による鮮魚の鮮度の違いは多少あるものの、どの店も氷を敷き詰めた陳列棚の上で鮮魚を販

売しており、また内陸部にあるアンカラでも鮮度のいい鮮魚が見られることや、移動中に利用した地

方への幹線道路の状態も良好であることなどから、トルコにはある程度のコールドチェーンが既に確

立されているものと思われる。なお一般的に鮮魚専門店のほうがスーパーマーケットよりも鮮魚の鮮

度がよく、種類も豊富であるようである。また販売されている鮮魚はほとんどが丸の状態であり、切

り身などに加工されているものは少ない。また、昼食時に立ち寄った魚料理店ではビジネスマンで満

席の状態であり、丸のままで調理された魚を苦にすることもなく皆食べていたことから、トルコでは

魚食文化も一般的に受け入れられていると思われる。さらに視察を行った鮮魚店のうち唯一黒海カレ

イ（カルカン）を販売していた店では、漁期でないためか 20－30%市価より高いとのことであったが

Kg あたり 5,500 万リラ（約 4500 円）で黒海カレイを販売しており、同店で売れ筋であるというスズ

キの 1,200 万リラ，小アジの 650 万リラや、その他ボラの 1,200 万リラ，サケの 750 万リラに比較す

るとかなり高い価格設定であった。 
 
(4) 黒海水域増養殖開発計画 F/U（トラブゾン中央水産研究所）との協議および状況視察 
黒海水域増養殖開発計画 F/U のプロジェクトサイトであるトラブゾン中央水産研究所と、プロジェ

クト終了後の方向性や、平成 16 年度新規案件要望を受け、ベイメリック養殖開発センターで新規実施

予定の養殖プロジェクトに関して協議を行った。それによると、トラブゾン中央水産研究所は現在の

プロジェクト終了後も黒海カレイ（カルカン）養殖のパイオニアとして、現在行っている黒海カレイ

に関する活動を継続しつつ、同時に現在問題として挙げられながらなかなか原因解明のできない突発

的に発生する高い種苗致死率の問題や、色素異常・奇形魚に関する研究を進めて行きたいとのことで
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あった。また現在試験的に行っている親魚育成の取り組みにも本格的に取り組み、養殖サイクルの確

立も目指し、すべての問題がクリアされた際には民間分野への移転に取り組みたいとのことであった。

さらに、新規事業としては現在同研究所が独自に行っているチョウザメ養殖に関する技術開発に期待

しているようであり、この分野で日本と共同で取り組んでいきたいとのコメントがあった。種苗放流

に関しては、興味を持っているものの現在農業村落省から種苗放流のための予算がついていない状況

にあり、今後の展開に関しても予算がつくかどうかによるとのことであった。ベイメリック養殖開発

センターで新規実施予定の養殖プロジェクトに関しては、トラブゾンの人材や種苗の提供は全く問題

ないとし、ベイメリックと連携しての事業実施に関しても問題ないとのことであった。 
黒海水域増養殖開発計画 F/U 活動状況およびトラブゾン中央水産研究所施設の視察では、7 年間にわ

たるプロジェクト活動により各種施設・機材が非常に充実しており、種苗生産および養殖に関する関

連研究はすべて研究所内で実施可能な状態にあり、供与された各種施設・機材もよく整備され有効に

利用されている様子を確認することができた。またプロジェクトの C/P がそれぞれに担当業務につい

て自信を持って取り組んでいる様子が見受けられ、C/P への技術移転も順調に進んでいるものと思われ

た。その他種苗生産のための卵確保に用いられる天然親魚漁獲に用いる調査船や、レイクトラウトや

チョウザメの親魚を養殖している港内に設置された網生簀の視察も行った。なおその網生簀の親魚は、

トラブゾン中央水産研究所が独自に行っている研究に使っていると思われる。 
 
(5) 岩本専門家との意見交換 
ベイメリック養殖開発センターで新規実施予定の養殖プロジェクトに関し、岩本専門家とトラブゾ

ン中央水産研究所の役割等に関して意見交換を行った。それによると、現在までトラブゾン中央水産

研究所で確立された技術は、黒海カレイを卵から 10cm サイズの種苗に育てるところまでであり、こ

の技術に関しては商業規模でも十分に採算に合うものと判断されるとのことであった。しかし、現在

プロジェクトで行われている育成技術に関しては、種苗生産を行うための良卵確保を目的に親魚養成

技術開発を行っており、その飼育方法は商業的に採算の合う集約的な飼育方法とは異なり、この部分

に関しては新規実施予定のプロジェクトでベイメリック養殖開発センターにおいて新たに取り組む必

要があるとの見解が示された。また新プロジェクトでは、期間的な問題からトラブゾンで確立された

種苗生産技術に関してはベイメリック養殖開発センターの対象外とし、トラブゾンから種苗の供給を

受けながらの育成技術に特化することとし、トラブゾン中央水産研究所は、黒海カレイの天然親魚が

豊富に利用できる地の利を生かし、種苗生産の成否を大きく左右する良卵確保や種苗生産という分野

で貢献することが現実的であるとのことであった。岩本専門家によると、現在トルコにおける民間養

殖企業の施設はヘダイ・スズキに対応したものとなっており、民間養殖業者は興味を持ちながらも施

設改造または新設の伴う黒海カレイの養殖には慎重になっている状態であるが、新規プロジェクトに

より黒海カレイの養殖が商業的に可能との結論が出た場合には、黒海カレイ養殖への参入が激増する

と思われるとのことで、その際には種苗生産のための良卵確保の必要性が高まり、トラブゾン中央水

産研究所の重要性も増すと期待されるとのことであった。 
 
(6) 農業村落省アンタルヤ地方総局表敬 
ベイメリック養殖開発センターでの調査に先立ち、同地域を管轄する農業村落省のアンタルヤ地方

総局長を表敬訪問した。またその際に、別件でアンタルヤに来ていたアンカラの本省でトラブゾンの

プロジェクト担当をしている水産局養殖部長も同席した。それによると、地方総局長からアンタルヤ

は農業だけでなく、水産業および養殖業のポテンシャルも非常に高いところで、ベイメリック養殖開

発センターで実施予定の新規プロジェクトに大いに期待しているとのことであった。また同席した水

産局養殖部長からは、トラブゾンでのプロジェクトは順調に進んでおり、現在プロジェクトで確立さ

れた技術をトルコ中に普及させるニーズが高まっていると考えていることからも、ベイメリックでの

新規プロジェクトを活用していきたい旨のコメントがあった。 
 
(7) ベイメリック養殖開発センターとの協議および施設視察 
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今回トルコ側から提出された新規案件設立要望におけるプロジェクトサイト候補地であるベイメリ

ック養殖開発センターにおいて、施設の視察ならびに主に所長との協議を行った。それによると、ベ

イメリック養殖開発センターには作業員も含め 74 名の職員が働いており、魚類養殖技術の開発・普及

を目的として、①新魚種の育成技術開発，②各種調査・研究活動，③各種セミナーの開催・運営の 3
点を本来業務としているとのことであった。しかし現状では①の活動の一環としてヘダイ・スズキの

種苗生産を行っているものの、ヘダイ・スズキの種苗生産および養殖技術は既に広く民間に普及して

おり、その重要性は必ずしも高くないと思われる。一方、②および③の活動に関しては現状では予算

不足から特に何も行われていない様子であり、現状では活魚輸送用の６トントラックを有しているな

ど、民間養殖業者を対象とした種苗生産センターとして機能しているようであった。また、大学水産

学部の学生実習や研究者の受け入れなどに関しては、他の水産研究所などと同様に実施しているとの

ことであった。ベイメリック養殖開発センターは管理運営部門を除くと、育成部門・種苗生産部門・

研究開発部門の３つの部門から成り立っているとのことで、広大な敷地内に FAO の援助により各種養

殖施設をはじめ大容量の揚水ポンプや発電機など様々な施設および機材が整備されている（予算の関

係で計画はされたもののコンクリート製養魚池数面などは建設されていない）が、現状では 200 万尾

のスズキ・ヘダイの種苗生産がノルマとされる活動が行われているのみであり、多くの施設が遊休化

しており管理状態も良好とは言えない状況であった。また、現在行われている種苗生産の歩留まりは

20%程度とのことであり、ベイメリック養殖開発センターの技術レベルにも改善の余地が見られた。

ベイメリック養殖開発センターで生産された種苗は、同センターが所有する 35000ha のラグーンで漁

獲される研究用の魚（ヘダイ・ボラ・ウナギ等）の使用済みものと同様に一般に販売され、その収入

は同センターの運営資金として活用されているとのことであった。さらに同センターは、木工・鉄工・

電工施設ならびに技術者をセンター内に有しており、基本的な施設工事ならびに補修等は独自に実施

できる体制にあった。 
新規案件の実施に関しては、センター既存の施設を有効活用しながらトルコの水産分野に貢献する

技術を確立したうえで民間に普及させたいとの強い意向を所長が持っており、現在エーゲ海・地中海

沿岸の養殖業者の間で要望の強い新規養殖魚種の開発をぜひとも行いたいとのことで、その候補とし

ては黒海カレイの他にカンパチやハタなどの養殖にも取り組んでみたいとのことであった。またクル

マエビおよびウナギなどは、既に小規模ではあるが将来の研究・開発を目指し実際に試験的な飼育し

ているとのことであった。プロジェクト実施にかかるセンター側の各種投入に関しては、カウンター

パートなどの人材はすぐにでも配置可能であることや、既存施設の自主補修・整備も可能である旨表

明し、ローカルコストの確保に関しても積極的に政府に申請することを確約するなど、ベイメリック

養殖開発センター側の積極的な姿勢が感じられた。 
 
(8) 民間養殖会社（TSM DENIZ URUNLERI SANAYI ve TIC. A.S.）視察 

30 年前に起業し、2 年前からマグロの蓄養をはじめた民間の養殖会社を訪問し、聞き取り調査なら

びに設備の視察を行った。それによると、同社はフランス・日本・スペイン・ギリシャなどをターゲ

ットとし、マグロ・カワカマス・イカ・ザリガニ・サザエなどの魚介類の他、カエル・エスカルゴ・

松茸などを養殖し販売を行っているとのことで、自社で加工場および冷蔵施設も有している。その他

でも地元契約漁師や市場のせりを通じて鮮魚を仕入れ、自社加工設備でフィレ等に加工を施してから

地元小売店に卸販売も行っているとのことであった。マグロの蓄養に関しては、主に日本およびスペ

インから技術指導を受けており、昨年まで日本人が現地で技術指導を行っていた他、現在もスペイン

人専門家が同社に駐在をしていた。蓄養するマグロは地元漁師が捕獲したものを生きている状態で買

い上げ、沖合いの生簀で太らせた後、一次処理を行い生のままで氷詰めにして日本まで空輸するか、

または生簀で〆たマグロを日本船に直接販売し、日本船内で加工・冷凍を行い日本に輸送されている

とのことであり、日本への販売には三井物産が関与し輸送手段等の手配等も行っているとのことであ

った。同社は、年間 1,000 トンのマグロを生産しており、同業他社と比較すると、養殖生簀・会社オ

フィス・加工場・冷凍施設・空港がすべてアンタルヤに存在しており、鮮度の良いマグロを迅速に発

送することができるとの強みを持っているとのことであった。同社はマグロ蓄養による生産をさらに
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伸ばしたいと考えているものの、国によって与えられている養殖ライセンスに生産の上限が規定され

ていることや、蓄養を行っていることが海洋環境に悪影響を与えているとの風評被害も受けていると

のことが、事業拡大にあたって妨げになっているとのことであった。また同社は液体窒素を導入した

冷却設備を擁する大規模加工場および冷凍設備を有しており、EU 品質基準に対応した衛生・品質管理

を行っているとのことであった。 
 
(8) アンタルヤ県知事表敬 
農業村落省アンタルヤ地方総局長ならびにベイメリック養殖開発センター所長とともにアンタルヤ

県知事を表敬し、今回調査の結果報告と今後協力の予定内容について簡単に説明を行った。それによ

ると、アンタルヤ県では遺跡や自然資源を生かした観光業が盛んで、宿泊施設の総計 300 万のベッド

数を誇り年間 500 万人の観光客が訪問しており、また花卉栽培やビニールハウスでの野菜栽培も盛ん

であり、トルコでも有数の経済力を持つ県である旨説明があった。また水産業に関しては、640Km に

も及ぶ海岸線とトルコの９％を誇る豊富な地下水を有しているにも関わらずまだまだ発展が遅れてい

る状況にあり、これらの資源をうまく活かして取り組んでゆきたいと考えており、今回の新規プロジ

ェクトの立ち上げに関しても大いに期待しているとともに、できる限りの協力を惜しまないとのコメ

ントがあった。 
 
(9) イダグダ社（黒海カレイ養殖企業）視察 
トルコにおいて大規模に黒海カレイを唯一生産している民間企業イダグダ社を訪問し、業務内容の

聞き取りと施設の視察を行った。それによると、同社は事務員等も含め 20 名のスタッフにより事業展

開を行っており、もともとはスズキ・ヘダイの養殖を行っていたものの、2000 年からはトラブゾンの

プロジェクトで生産される種苗を購入し黒海カレイの養殖も平行して取り組み始めており、現在はコ

ンクリート製の巨大なタンク内で種苗の育成を行っている他、専用施設の増築も行っているなど積極

的に事業展開を図っていた。また必要な養殖施設もかなり整っており、水質ならびに水温等の管理は

PC 等を導入し集中的にできるようになっていた。同社によると、黒海カレイは年間 50 トン生産でき

てはじめて商業的に採算に合うとのことで、現在では年間 14－15 トンの生産があるとのことであった

が、スペインなどでは 15 ヵ月で１Kg サイズにまで成長させることができるのに対し、同社では 20 ヵ

月かかっているとのことであった。同社は 2000 年に黒海カレイの養殖に取り組み始めてから、徐々に

養殖技術を確立させてきており、現状で種苗導入後の歩留まりは 50%前後とのことで、温度および水

質管理に加え、①信頼の置ける種苗が定期的に入手できること，②色素異常などを起こさない強い種

苗を入手できること，③大きなスペースが確保できることが黒海カレイ養殖には最も重要な要素と考

えているとのことであった。また黒海カレイの養殖には地元餌料会社にオーダーメイドしてもらって

いる餌料と、スペインの専用の餌を輸入して併用しているとのことで、海外から専用の餌を輸入する

際に必要な黒海カレイ養殖の許可も何とか今年になって下りたとのことであった。市場では 2Kg サイ

ズの黒海カレイの需要が多く、800ｇで 1000 万から 1,200 万リラである価格が、1Kg ものでその倍と

なり、2Kg ものではさらに高値で売れるとのことであった。また養殖ものと天然ものの価格の違いに

は、市場に天然ものがどれだけ出回っているかにより、天然ものが市場にほとんどない場合には養殖

ものであってもいい値で販売できるとのことであった。さらに同社では、エーゲ海・地中海地域の市

場で黒海カレイがほとんど知られていないことや、マルマラ海沿岸で黒海カレイを養殖する場合には

水温・塩分の調整が大変であることから、エーゲ海・地中海にも生息している黒海カレイに似た魚（現

地名ピシ）の養殖に興味を持っており、親魚の試験的確保に取り組み始めたとのことであった。ちな

みに同社の親魚種開発条件は、市場でよく知られているものの数量的には少なく価格が高く、健康に

良いなどの何らかの付加価値のつくもので、それらの中から飼育のしやすさ・コストならびに成長の

早さなどを総合的に検討し判断するとのことであった。 
 
2-2 エジプト  
2-2-1 海面増養殖状況 
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海水魚では、ボラ（Mugil cepharus）を中心に、スズキ（Dicentrarchus labrax）、ヘダイ（Sparus aurata）、
ウナギ（Anguilla anguilla）等が養殖されている。生産量は、ボラが圧倒的に多く 2001 年の場合 97,000
トン、その他が 2,000 トン弱となっている。魚類の養殖方法は、主に汽水域のラグーンや素掘池での

粗放的もしくは半集約的なもので、数種が混養される場合がほとんどである。海面での網生簀養殖は、

現在、行われていないとのことである。利用する種苗は、政府孵化場（アレキサンドリア）で生産さ

れるスズキとヘダイ（合計 100 万尾／年）を除いて、ほとんどが天然種苗であるらしい。しかし、訪

問した関係政府機関でさえ民間セクターの海面養殖の現状を十分に把握しておらず、今回の短期間の

調査では詳しい情報を得ることができなかった。なお、淡水魚であるティラピア（Tilapia nilotica）や

ソウギョ（Ctenopharyngodon idellus）も海水魚と同様に汽水域において大量に養殖されており、2001
年にはそれぞれ 129,000 トン（淡水養殖での 6 倍弱）、72,000 トンが生産されている。 
 エビ類（Penaeus semisulcatus, P. kerathurus）の養殖は、スエズ運河やスエズ湾沿いにおいて、民

間企業 3 社が実施している。これらの企業は種苗生産施設も保有し、ある程度の規模で生産活動を行

っているらしいが、その内容は明らかにすることはできなかった。なお、国内初の大規模エビ養殖企

業として 1996 年にポートサイードに設立されたエクアドルとの合弁会社「シナイシュリンプ・カンパ

ニー」は、塩分を多く含む土壌に養殖池を建設するという初歩的ミスにより、操業できない状況にな

っている。 
 農業省水産資源開発総局傘下のアレキサンドリア孵化場は、国内唯一の海産魚の種苗生産機関とし

て、スズキおよびヘダイを年間 100 万尾程度生産している。この施設は、本来、ボラの種苗生産施設

として建設されたが、ボラは天然種苗を豊富に入手できることから現在は生産されていない。生産し

たスズキおよびヘダイの種苗を、民間養殖場に 0.3 ポンド／尾で販売しており、種苗センターとしてと

りあえず機能している。しかし、孵化場によると、需要が大きく生産量が十分でないとのことである。

500 万尾の生産を目指しているが、生産量の拡大には、取水システムの増強（取水量の増加および濾過

施設の設置）が必須である。また、年間施設運営費 100,000 ポンドも増加する必要があるであろう。

本孵化場には SV の萩原氏が派遣されており、種苗生産技術は一定のレベルにある。なお、本場では、

新たな養殖対象種としてレッドティラピアも試験的に生産し（年間 100 万尾）、0.07 ポンド／尾で販売

している。 
 
2-2-2 内水面増養殖状況 
現在エジプトにおける内水面養殖活動は、主にナイルデルタ地方でティラピアの池中養殖が行われ

ており、その様式も粗放的，半集約的，集約的と様々な形態があるとのことであるが、今回調査では

日程の関係から実際の内水面養殖活動を視察することはできなかった。調査団が調査を行ったアスワ

ンにおいては、エジプトの重要な水源であるナセル湖環境の悪化を防止するため、ナセル湖での給餌

式養殖や産業（陸域養殖も含む）排水の流入を禁止していることから一般的な内水面の養殖活動は行

われておらず、ハワシュまたはエンクロージャーと呼ばれる湖の基礎生産の高い水域を網で仕切って

ティラピアの粗放的無給餌養殖を行う養殖が実施されるに限られているとのことであった。一方資源

増殖は、ナセル湖で漁獲による資源減少分を補填する意味で積極的に行われており、水産資源管理セ

ンター（FMC）により年間 500 万尾の種苗が放流されており、一定の放流効果も上がっているとのこ

とであった。しかし、この種苗放流事業は現在 100％農業省予算によってまかなわれており、持続性を

確保する意味でも今のうちから受益者負担の体制構築の準備を進めておくなど、何らかの対策の必要

性が感じられた。 
 
2-2-3 周辺関連分野の調査結果 
(1) 農業省水産資源開発総局との協議 
農業省水産資源開発総局において、研究開発部長を中心に協議および意見交換を行った。それによ

ると、エジプトにおける養殖業は 4000 年から 5000 年前に開始されたと言われており、以来伝統的手

法による養殖業が継続的に行われてきたが、1980 年代からドイツ，米国，ロシアなどによるコイ種苗

生産を中心とした技術指導のためエジプトにおける養殖技術は急速に進展，近代化されたとのことで
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あった。またその結果、2000 トン前後であった年間養殖生産量は、現在においては 40 万トンにまで

達しており、水産物は国民の蛋白供給源の 48％を占めるまでに成長したとのことであった。現在エジ

プトにおいて策定されている 2000 年から 2017 年までの開発計画には、養殖生産量の年間 100 万トン

達成を目指す旨が記載されており、エジプトの水産開発における養殖業は重点分野の一つであると同

時に、養殖業は最近増加している失業率の改善のための雇用機会の提供といった観点からも期待が高

い旨説明があった。 
養殖業のうち淡水および汽水域における養殖に関しては、エジプトには豊富に土地と水が存在して

おり、また技術水準に関してもティラピア，ボラなどを中心にかなりのレベルに達していると思われ

ることから、現状で大きな問題はないと考えている旨発言があった。また淡水養殖に関しては、農業

省下部組織であるエジプト国際農業センター（Egyptian International Center for Agriculture : EICA）な

どを通じて、周辺のアフリカや湾岸諸国に対し、主にティラピア養殖に関連した専門家派遣や研修の

受け入れを行っており、最近はアジアやラテンアメリカの研修生も受け入れているとのことであった。 
 一方海水域での養殖に関しては、米国などの支援によりスズキ，ヘダイの多量種苗生産技術など基

本的な技術は存在するものの、特に民間商業養殖のレベル向上が重点課題であるとのことであった。

エジプトは地形的に網生け簀養殖には適さない土地柄であり、現在沖合でも実施可能な網生け簀養殖

技術や陸上養殖の技術開発が求められている状況であり、小さくても単位面積あたりの収量が多い海

面網生け簀養殖のパイロットステーションを設けて、民間に技術を普及させてゆきたい旨発言があっ

た。現在海面養殖においては、種苗を天然親魚捕獲による方法に依存しており、種苗の量的確保が非

常に困難な状況にあり、この点に関しても何らかの対応が必要であるとのことであった。またエジプ

トにおける海水魚の養殖は、海外輸出のみを主眼においているわけではなく、国内市場への供給も視

野に入れたものであることに加え、海外輸出を行う場合にも高級魚を販売し、アイスランド，スペイ

ン，英国から一般大衆魚であるイワシやサバなどを輸入しているとのことであった。さらに、将来的

にはアイゴ，オオニベ，ハタ，二枚貝養殖に取り組んでゆきたい旨コメントがあり、パイロットステ

ーションの設置も含めJICAに専門家派遣や研修受け入れなどの援助を行ってほしいとのコメントがあ

った。 
 
(2) 水産資源管理センターとの協議および関連施設視察 
水産資源管理センター（FMC）は、水資源灌漑省ハイダム湖開発総局の下部組織であり、ナセル湖

（ハイダム湖）における水産資源管理を主目的として設置されており、今回実施予定の第三国研修の

実質的な実施機関となることが想定されている。同センター（FMC）において、外務省アフリカ技術

協力基金事務副局長および須賀 JICA エジプト事務所 Project Officer とともに協議および関連施設の視

察を行った。それによると、FMC はワーカーを含め全 25 名のスタッフ（うち研究員は６名）で構成

されているとのことで、環境部門（化学的，物理的，生物的環境のモニタリング），資源解析部門（湖

内の資源動向のモニタリング，漁港でのサンプリング等による水産情報の蓄積），漁業監理部門（違法

操業の取り締まり，漁業権の発行，資源管理普及啓蒙，漁具漁法規制），養殖部門（種苗生産，種苗放

流）の４つの部署からなるとのことであった。各部門には１名ないし２名の大卒の研究員が配置され、

彼らを中心に各種研究活動が実施されているとのことであったが、各研究員の姿勢は皆一様に受け身

であり、実際の FMC における自主的な業務運営企画能力は低く、決められたルーチンをただこなして

いるのが現状と思われた。FMC の養殖部門は、実質的には資源解析部門の報告に基づき、資源の減少

が見られるナセル湖内の水域に種苗生産し放流を行う資源増殖に取り組んでいる部署であり、種苗生

産後の育成技術を含む一般的に言われる養殖活動は行われていないようであった。また FMC で実施予

定の第三国研修については、当初要請にあった淡水養殖に特化した研修が FMC の機構および施設の関

係に加え、ナセル湖の環境保全規定もあり実施できそうにないことから、当センターの業務内容をそ

のまま研修内容に活かした包括的な水産資源管理に関する実習を含む研修とし、対象は当初要請のと

おりナイル流域諸国とすることで双方が合意に達した。またこの研修の実施に関し、外務省アフリカ

技術協力基金事務副局長からエジプト内の大学や関係省庁から講師の派遣が可能である旨が表明され

たとともに、研修受け入れ人数，期間，実施年数，経費，機材の整備等について今後詳細に確定させ
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てゆかなければならない旨コメントがあった。研修の運営管理業務については、FMC ではなく同種の

運営管理経験を有するハイダム湖開発総局の広報課が担当するとのことであった。 
FMC 内の施設に関しては、過去 1983 年から日本によって供与された機材を含め管理状態は良いも

のの、定期的に使用されているとは思えない状態であった。また FMC の研修受け入れ可能人数は、講

義室および実験施設の関係から、最大で 20 人から 25 人位と思われる。また FMC 裏手には、コンクリ

ート池約 10 面とウェットラボが設置されているものの、新規に建設された種苗生産施設に業務を移し

たため、現在ではほとんど使われておらず、施設が遊休化していた。FMC 本体施設からは離れたとこ

ろに設置されている種苗生産施設では、広い敷地内にコンクリート池約 20 面と素堀池数面が整備され

ており、訪問時は種苗生産時期前であったため池内に何も飼育されていない状態であったが、シーズ

ンには他にも４つ存在する同様の種苗生産施設で合計 500 万尾のティラピア種苗を生産しているとの

ことで、施設自体の管理状態は良いようであった。将来は９つの種苗生産施設で合計１億５０００万

尾まで種苗生産を増やしたいとのことである。また本施設での種苗生産には、天然親魚と施設内で飼

育している親魚から卵を採捕しているとのことであったが、生物多様性保全の観点から施設内で飼育

している親魚から天然親魚をしっかりと区別して種苗生産を行っているとのことであった。本種苗生

産施設には、餌料生産施設も併設されており、種苗生産用の初期餌料および親魚飼育用の餌料にあわ

せ、家畜用の飼料も生産しているとのことであった。餌料に使用される原料はトウモロコシ，フスマ，

米，ティラピアフィッシュミールなどに加え各種ビタミン等を用いているとのことで、餌料作成コス

トは１Kg あたり２ポンド（約 36 円）であるとのことであった。餌料生産施設では１時間あたり 0.5
トンの生産能力があり、生産された餌料は視察を行った種苗生産施設はもちろん、他にも４つ存在す

る同様の種苗生産施設で活用されているとのことであった。また、1982 年に供与された調査船の視察

も行い、現在でも運用可能な状況に整備されている様子を確認することができた。同調査船は、定期

的に各種業務に活用されている様子であったが、船齢がかなり高いため日本に対しスペアパーツの供

与を希望しているとのことであった。 
 
(3) アスワン漁港視察 
 ナセル湖に３つある漁港（アスワン，ガルフフセイン，アブシンベル）のうち、ナセル湖北部で漁

獲された魚が集まるアスワン漁港において視察を行った。視察時には、湖内で操業を行っている小規

模漁船への氷の分配や魚の回収を行う集魚船２隻が水揚げを行っており、主な漁獲物がほとんどティ

ラピアで、その他にナイルパーチ，ナマズ等が少量混在している状況を確認することができた。水揚

げされた漁獲物は計量されたのち出荷に回されており、当日は 16 トンの水揚げがあり、うち約 10 ト

ンがカイロに運ばれるとのことであった。水揚げされている魚の鮮度は良いとは言えず、小規模漁船

ならびに集魚船で氷等の使用は行われているとはいえ十分とは言えないようであるが、カイロへ出荷

される魚については、保冷トラックに氷詰めにして積載される様子を確認することができた。 
 
(4) ハイダム湖開発総局表敬 
 水資源灌漑省の下部組織であるハイダム湖開発総局において、局長に対する表敬訪問を行った。そ

れによるとハイダム湖開発総局は、ナセル湖（ハイダム湖）周辺地域における各種技術向上をその本

来業務としており、関連する分野には水産の他、農業，観光，鉱業などが存在するとのことで、それ

ぞれの分野において技術改善等を目的とした研修の実施なども行っているとのことであった。局長に

よると、ナセル湖は本来治水ならびに農業用水の供給を目的として建設されたことから、農業などに

比較すると水産は副産物的な位置づけに過ぎないとしながらも、ナセル湖における水産業の可能性に

は注目しているとのことで、オープンウォーター域における漁業活動ならびにラグーン域を網で囲い

込んで行う粗放的無給餌養殖（エンクロージャー）は、今後も必要な活動である旨コメントがあった。

また JICA の協力に関しては、過去 1981 年から行われている協力に感謝するとともに引き続いての支

援を期待する旨表明するにとどまった。  
 
(5) アスワン魚市場視察 
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 アスワン市内にある魚市場にて視察を行った。それによると、市場内では数店の小売店がティラピ

ア，ナイルパーチ，アフリカヒレナマズ，ソウギョなどナセル湖で漁獲された魚を、店先でウロコを

取り内蔵が取り除かれた状態まで一次処理して販売していた。価格は小売店によってばらつきがある

ものの、おおむねそれぞれ Kg あたりティラピアが５−９ポンド（約 90−162 円），ナイルパーチが 12
ポンド（約 216 円），ソウギョが７ポンド（126 円），アフリカヒレナマズが５ポンド（約 90 円）であ

った。販売されている魚の鮮度にはばらつきがあり、市場内の衛生状態は非常に悪いものの、氷の使

用は少量ではあるが行われている様子であった。 
 
(6) Misr Aswan Fishing and Fish Processing Company 視察 
 アスワン漁港に隣接し、製氷，漁獲物処理，フィッシュミールの製造などを行っている民間会社を

視察した。それによると、同社の施設のうち製氷ならびに漁獲物処理施設に関しては過去日本の会社

により建造され、フィシュミールの製造施設はデンマークの会社により建造されたとのことであった

が、施設は有効利用され十分に活用されているものの、管理状態は良いとは言えない状態であった。

同社で製造を行っている氷は、一つ 25Kg のブロック状になっており、このブロックを１日 4000 個（１

日 100 トン）製造しているとのことであった。製造された氷の半分は漁獲物処理場内や同社が所有す

る鮮魚輸送トラック等に使用され、残りの半分は漁業組合等に販売しているとのことであった。また

同社で行っている漁獲物処理では、手作業でフィレに加工されたティラピアやナイルパーチを１Kg ご

とに袋詰めし、−40 度で３時間冷凍して作成する冷凍加工製品と、丸のままウロコと内臓だけ除いて

冷凍されているティラピアの２種類の製品が製造されていた。価格はパック詰めで冷凍されたフィレ

Kg あたり、ティラピアが 25 ポンド（約 450 円），ナイルパーチが 35 ポンド（約 630 円）であり、一

次処理されただけで冷凍されている丸のままのティラピアが Kg あたり８ポンド（約 144 円）であると

のことであった。また同社では業務用に 15Kg ひと箱のティラピアの冷凍フィレも販売しており、主に

ホテルなどに出荷されているとのことであった。漁獲物処理場の衛生状態は良いとは言えない状態で

あった。さらに同社が製造しているフィッシュミールは、漁獲物処理施設で出たフィレを取った後の

ティラピア等の残渣を利用しており、フィッシュミールの他にも魚油も製造しているとのことであっ

た。同社で製造されるフィシュミールは、使用期限が６ヵ月間とされ、Kg あたり３ポンド（約 54 円）

で販売されているとのことで、養魚用餌料ならびに家畜用飼料などとして幅広く利用されているとの

ことであった。 
 
(7) ラブール卸売市場視察 
カイロ空港に隣接するラブール卸売市場の視察を行った。それによると、市場内は広大で主に農作

物を扱うエリアと水産物を扱うエリアに分かれており、農作物のエリアに比べると水産物のエリアは

小さいが、それでも広大なスペースを占めていた。見学時は早朝 6:30 に市場を訪問したものの、既に

水産物を満載したトラックが多数到着しており市場内は相当の活気を呈していた。取り扱われている

水産物は、淡水産および海産を問わず多種にわたっていたが、一般的に淡水産は量が多いが種類が少

なく、一方海産は量は少ないが種類は豊富であるようであり、主な産地はアスワン，スエズ，アレキ

サンドリアであった。市場内の衛生状態は余りよいとは言えないものの、氷の使用は徹底されている

ようであり、産地から水産物を搬入してくるトラックでもほとんどが氷を使用しているものであった。

市場内では、水産物は基本的にセリによって仲買人に販売されていっており、一部量の少ないものに

関してはセリを行わず直売が行われているとのことであった。価格は同じ魚種でも大小の違いや販売

店の違いによって様々であり、ほとんどが丸のまま販売されていたが、一部ティラピアはその場でフ

ィレに加工されていたり、むきエビが販売されていたりした。なお市場内で確認された主な魚と Kg あ

たり価格はだいたい下記のとおりであった。 
（カッコ内の数字は価格。単位：エジプトポンド，１エジプトポンド＝約 18 円） 

ティラピア (18)，ナマズ，コイ，ウナギ(養殖) (35)，ボラ(養殖) (12)，むきエビ，エビ (50) 
貝(現地名サコ) (7)，ワタリガニ (15-20)，イワシ (8)，カツオ (7)，イカ，タイ (15-25) 
ヘダイ (30)，ブダイ(12)，シタビラメ (18)，シャコ，ハタ (30)，キビナゴ など  
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(8) アレキサンドリア海水魚種苗生産施設視察 
 農業省水産資源開発総局（GAFRD）傘下の機関で、経済価値の高い商業的海水魚養殖技術の民間へ

の普及を目的として設置されているアレキサンドリア海水魚種苗生産施設の視察を行った。それによ

ると、同施設は 1994 年に米国国際開発機構（USAID）の資金援助により建設され、当初はハワイ海洋

研究所の技術協力の下、ボラの種苗生産を目的として活動していたが、現在ではスズキ，ヘダイの種

苗をあわせて 100 万尾、レッドティラピア（海水ティラピア）の種苗を 100 万尾生産しており、スズ

キ，ヘダイに関しては生産した種苗を民間に販売しているとのことであった。さらに政府のプロジェ

クトにより、スズキ，ヘダイの種苗 50 万尾を増殖のため放流しているとのことであった。またボラの

種苗生産に関しては、本格的な生産は行ってないものの、民間業者を対象とした研修や技術普及のた

めに細々と行われているとのことであった。同種苗生産施設は、種苗生産部門，中間育成部門，親魚

管理部門，生物餌料製造部門の４部署からなり、ワーカーを含め全 25 名のスタッフ（うち技術スタッ

フ９名）に加え、日本人シニアボランティア１名も活動を行っており、合計 26 名で業務運営されてい

た。同種苗生産施設では、60 日齢のスズキ，ヘダイの種苗を 0.3 ポンドで販売しており、販売による

収入はほとんどが政府の収入となり、同種苗生産施設の収入となる資金はほとんどないとのことであ

った。現在同施設では、施設全体に必要量の十分な水を供給するためのポンプがないことと、取水し

た水の濾過する施設がないため、取水量の増大と水質の改善が再重点課題となっており、将来的には

500 万尾の種苗を生産し民間ニーズに応えたいとする同施設の業務目標の達成を阻害する要因の一つ

となっていた。また同施設では水温もコントロールできないため、基本的にすべての作業が天候に大

きく影響される状況にあり、また種苗生産のための卵の確保も人工的に産卵期をコントロールできな

いことから、ホルモン注射による方法をとっているとのことであった。同施設は最大 600 万尾の種苗

を生産できるだけのキャパシティを有しており、種苗を 200 万尾しか生産していない現在では遊休化

した水槽も数多く存在していたが、基本的に使用している水槽および機材は有効に活用されており、

かつ施設内はきれいに整頓されており、コンクリート水槽のひび割れ等補修の必要な施設もあるが、

所有する資機材の管理使用状態はまずまず良好であると思われた。同施設では、かつてティラピアが

そうであったように、海水魚の養殖を振興することで海水魚（特にスズキ，ヘダイ）の価格を引き下

げ、一般の人々が利用できる水産物の種類を増やすため、更なる種苗の供給と新規養殖魚種の開発を

行っていきたいとしており、レッドティラピアは新規養殖対象魚候補としても考慮されているようで

あった。 
 
(9) マリオート養殖公社視察 
 農業省水産資源開発総局（GAFRD）傘下の公営企業であり、ボラ，スズキ，ヘダイの商業養殖に取

り組んでいるマリオート養殖公社の視察を行った。それによると同社は広大な敷地内に 2000 エーカー

の巨大な養殖池一つと、１面あたり約５エーカーの養殖池を 440 面持っており、ボラ，スズキ，ヘダ

イの半集約的養殖を行っていた。同社が養殖池に使っている水は 7−10‰の汽水であり、１エーカーあ

たり 5000 尾の種苗を池内に放流した後、適宜人工餌料を投入しながら半集約的に養殖（混養）を行い、

ボートを出して収穫を行っているとのことである。生産量は１エーカーあたり 400Kg ということであ

った。同社で使用する種苗（特にボラ）は天然から捕獲したものを使用しているとのことであったが、

量的確保が困難で政府が出資しアレキサンドリア海水魚種苗生産施設からも種苗を購入しているとの

ことであった。同社は 400 名の従業員を擁し、養殖の他にも自前で餌料工場を有し、養殖魚用の餌料

を生産しているとのことであり、さらに餌料工場で製造した飼料を用いての養鶏なども行っていると

のことであった。 
 
(10) マリウッド魚市場視察 

アレキサンドリア市内に位置するマリウッド魚市場の視察を行った。それによると、視察時には既

にセリは終了しており、市場内では十数軒の小売店が海水魚を中心とした鮮魚を丸のままで販売して

いた。なおほとんどの店では、氷を使用したディスプレイ用の台を作成し、その上に鮮魚をならべ販
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売していたが、一部店舗では氷は使用されておらず、乾燥を防ぐために絶えず水をかけながら鮮魚を

販売している様子を視察することができた。また本市場では、販売されていた鮮魚の価格の聞き取り

も行ったが、観光客とみなされたためか実勢価格よりも 2-3 倍の価格を提示されたため、本市場での

価格調査の詳細な聞き取りは断念したが、本市場で取り扱われていた主な魚種は下記のとおりであっ

た。 
シャコ，ウナギ，イワシ，ボラ，エビ，ワタリガニ，シタビラメ，スズキ，カンパチ，ハタ 
ゾウリエビ，タイ，ヘダイ，イカ，ウツボ，イシダイ など 

 
(11) アレキサンドリア大学科学部海洋学科との協議 
アレキサンドリア大学の学部 3 年生以上を対象とした専門課程である科学部海洋学科で協議を行っ

た。それによると、同海洋学科では海洋生物学や環境に関する分野を中心に研究活動を行っており、

現在はスエズ運河を通じて運ばれてくる紅海固有種の地中海への流入についての研究が重点研究課題

となっているとのことで、それらが地中海在来種へ与える影響などについて幅広く研究しているとの

ことであった。同海洋学科における水産分野の活動はあまり盛んではなく、行われている研究も養殖

技術開発を前提とした魚類の生物学的特性に関する基礎研究が中心であるとのことで、特に実地技術

の伴う実習などは非常に実施能力が低いとのことであった。また、同海洋学科の水産部門を卒業した

生徒の進路は、大学教員（海外含む），水産関連会社，研究者，養殖場のオーナーなどが主なものであ

るということであった。エジプト政府からは、民間企業や地域漁民を対象とした養殖に関連する研修

の実施を求められているとのことで、過去に養殖場環境の管理や海洋環境のモニタリング手法などに

関する研修も実施したとの説明があった。また JICA 活動との連携については、学位の取得できる長期

研修の受け入れなどに関する興味が非常に高いようであった。 
 
(12) 国立海洋水産研究所（NIOF）との協議 
科学研究省（Ministry of Scientific Research）の下部組織で、海洋および水産に関する適用可能な技

術開発と、自然現象の解明を目的として設置されている国立海洋水産研究所との協議を同アレキサン

ドリア支所で行った。それによると、同研究所は養殖部門・海面漁業部門・内水面部門・環境部門の 4
分野からなり、エジプト全体に 3 つの支所とたくさんの実験場を有しており、本部はカイロにあると

のことであった。また、海外からも含むリクエストに応じて各種研修なども行っているとのことであ

るが、研修経費は要請元が持つことが原則となっているとのことであり、エジプト農業省傘下の機関

で農業分野（水産含む）の研修員の受け入れを行っているエジプト国際農業センター（EICA）との連

携はあまりないとのことであった。エジプトにおける海面養殖業に関しては、まだまだ実験段階にあ

り、環境負荷の少ない養殖対象種や養殖技術の確立や、沖合での網生簀養殖技術の確立が重点課題で

あると説明があった。現在同研究所では、ナマコ・サザエ・カニ・二枚貝の養殖が環境負荷も少なく、

海面養殖対象種として注目しているとのことであった。さらに、民間業者を対象とした商業的閉鎖式

エビ養殖技術の確立にも取り組んでいる旨説明があり、実際に訪問したアレキサンドリア支所ではコ

ンクリート製の小規模養殖池数面と小規模研究施設が整備され、エビ養殖に取り組みながら種苗を生

産し、民間に販売も行っているとのことであった。 
 
(13) エジプト国際農業センター（EICA）との協議 
農業省傘下の機関で海外からの農業分野（水産含む）研修員受け入れを行っている研修実施機関の

エジプト国際農業センター（EICA）を訪問し、協議を行った。それによると、同センターは 1965 年

に年間 4 コースの研修コースを実施する機関として設立されたが、現在では定期研修を 10 コースと毎

年数コースの単年研修等を実施し、研修員の受入もアフリカ・中近東・南米・アジアから幅広く行っ

ており、職員数 500 名（ワーカー含む）で年間予算 2,500 万エジプトポンド（約 4 億 5000 万円）の

機関となっているとのことであった。EICA は農業省傘下の機関であるが、その予算は全額外務省によ

ってまかなわれており、研修員の募集や研修告知なども在外エジプト大使館を通じて行っているとの

ことであった。EICA の各研修コースは、20-25 名を定員とし、1 コースあたり約 2.5 ヵ月の研修期間



 

 
- 17 -

で、水産を含む様々な農業分野の実際的な技術習得を目的とした内容が中心で、研修期間の約 1/3 が講

義で残りは実習やサイト視察を行っているとのことであった。また、研修はすべて英語で研修が行わ

れているものの、EICA の有する講義室内にはすべて同時通訳施設が完備されており、また実習時にも

通訳が常に同行するなど、西語・仏語にも完全対応していた。水産分野の定期研修コースとしては、

現在唯一「養殖開発」コース（Fish Culture Development）が開講されており、2004 年には 10/1－12/15
の日程で研修が実施されるとのことであり、内容はエジプトにおける素堀池での内水面ティラピア養

殖に関する経験と技術の伝達を中心に、池の建設のための適地選定，池建設技術，水作り，種苗生産，

親魚管理などに合わせ、養殖経済，技術普及体制，網生簀養殖，水産資源管理に関するトピックスや、

主にアジア・南米の研修員のニーズが高い海面養殖に関するトピックスも一部盛り込まれているとの

ことであった。研修の講義はすべて博士号を有するエジプト国内の大学教授や研究機関の研究員など

が担当しており、実習は農業省傘下の農業資源センター水産研究所（Fish Research Institute, 
Agriculture Research Center）を中心に、国内の淡水および汽水湖で行っているとのことであった。 
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第 3 章 今後協力の方向性 

3-1  トルコ 
3-1-1 海面増養殖分野の今後の課題 
養殖産業の持続的発展のためには、新たな養殖対象種の開発が重要課題であることは周知の事実で

ある。そのため、JICA プロジェクトとして実施されている黒海カレイの養殖技術開発は関係各方面か

ら大いに注目されており、またその成果の商業化実現が強く望まれている。本プロジェクトは種苗生

産分野において確実に大きな成果を上げているが、養殖の商業化には、�良質受精卵の安定確保、�生

産種苗の質向上、�商業的育成技術の開発がさらに必要な状況にあることも否定しがたい事実である。

特に、�に関しては、現在のところほとんど手付かずの状態であるため、政府機関による技術開発が急

務と考える。本種は極めて市場価値が高いため、ひとたび基礎的な養殖技術が確立されパイロットス

ケールでの養殖に成功すると、本種の養殖は一気に普及される可能性が高い。特に、海産魚類養殖の

ための基礎能力（技術力、施設）を既に有し、豊富な湧水や地下水（黒海カレイに適した低温、低塩

分）を利用できるエーゲ海や地中海沿岸部が有望地域と推察されている。 
なお、本調査において視察した黒海ガレイを養殖しているチャナッカレの民間企業（イダグダ社、

トラブゾン研究所より種苗を購入し循環式水槽で養殖、年産 14�15 トン）は、本種養殖の商業化に関

して、良質の種苗の安定確保が困難であることの他に下記の飼育技術面および販売面の問題点を指摘

した。先行企業の新規参入を警戒した意見とも考えられるが、十分に念頭においておく必要がある。 
a) 養殖魚が重なった際、本種の特徴である体表のイボが擦れて養殖魚にストレスを与える。その

ため、高密度飼育が困難である（広い敷地が必要となる）。 
b) 水温 12�以下および 18�以上で養殖魚の摂餌量が減少し、20�になると斃死が増加する傾向に

ある（温度管理が大変である）。 
c) 養殖魚が 1kg に成長するのに 20 ヵ月を要し、スペインにおけるアトランティク産の 15 ヶ月

に比べて成長が遅い。 
d) 2kg 以上の大型魚でないと高い値（4,000�5,000 万リラ／kg）がつかない。イスタンブール市

場では 1kg 未満で 1,000�1,200 万リラ、1�2kg で 2,000�2,500 万リラである（小型魚を間引

き出荷できないため大きな施設が必要になる。また、養殖期間が長くかかる）。 
e) イスタンブール市場では 1 日当たり 200kg 程度の出荷量で価格に影響が出始める他、トルコ

南西部の市場では本種は一般的でなく販売が困難である。 
f) 体表のイボが、アトランティク産に比べて多数あるため、ヨーロッパの市場で受け入れ難い。 

 一方、当国において海面養殖技術開発普及の拠点となる政府機関、特に養殖の普及地域（エーゲ海

および地中海沿岸部）を所管するベイメリック養殖開発センターの機能向上も大きな課題といえる。

開発センターが、新魚種開発や技術普及などの本来の役割を果たすことにより、民間セクターにおい

て持続可能な養殖が実践されるようになる。特に、開発センターの立地するトルコ地中海沿岸域はヨ

ーロッパ各国の沿岸域水温に比べて周年を通じて 3�4�程度高く、他の地域では不可能な養殖対象魚種

の開発も可能である。現地の利点を生かした養殖開発を実施することにより、競争力のある産業を育

成することができるようになると考える。 
 
3-1-2 トルコにおける増養殖業を取り巻く周辺情況について 
今回調査の結果、トルコにおける増養殖業を取り巻く周辺分野の状況に関し、判明した点は下記の

とおりである。 
（1） トルコ国第 8 次五ヵ年開発計画によると、農業分野の発展のためには養殖業の改良・普及が重

要である旨が謳われている。 
（2） トルコでは水産物は一般的な食品として消費されており、黒海カレイは市場で高い価値を持っ

ている。 
（3） 黒海カレイの種苗生産に関する基本的な知識および技術はトラブゾン中央水産研究所順調に移
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転されており、トラブゾン中央水産研究所は生産した種苗の受け入れ先を模索している。 
（4） トルコの養殖業は、地中海およびエーゲ海沿岸においてある程度のレベルに達している。 
（5） 現在、地中海およびエーゲ海沿岸の養殖主要対象魚はスズキ・ヘダイであるが、民間養殖業者

はそれらに代わる新養殖魚種が開発されることを期待している。 
（6） ベイメリック養殖開発センターは、民間養殖業者を対象としたスズキ・ヘダイに代わる新魚種

の養殖技術の確立を期待されている。 
（7） 農業村落省によると、ボドルム水産研究所を閉鎖しベイメリック養殖開発センターを水産研究

所に格上げし、地中海およびエーゲ海をベイメリックで一括所管する計画がある。 
（8） 地中海およびエーゲ海の沿岸海面養殖は、観光業・船舶交通・港湾関係・海軍関係・環境関係

など様々な分野と競合し、沿岸海面利用が過密化しており、沿岸海面で新規養殖展開を図るこ

とは困難な状況にある。 
 
3-1-3 技術協力プロジェクト「トルコ国南西部沿岸養殖普及計画」（仮）の提案 
上記調査結果に基づき、トルコ側より平成 16 年度新規案件要望で要望のあった技術協力プロジェク

ト「カレイ養殖」の内容について協議を行った結果、技術協力プロジェクト「トルコ国南西部沿岸養

殖普及計画」（仮）を提案することで合意に達し、別添協議議事録（ミニッツ）のとおり内容を取りま

とめ、2 月 23 日に農業村落省において下記のとおり報告した。 
 
（1）「トルコ国南西部沿岸養殖普及計画」（仮）のコンセプト 

地中海およびエーゲ海沿岸の民間養殖業者による新養殖魚種開発の期待にこたえるため、「黒海水

域増養殖開発計画」の成果を適用しながらベイメリック養殖開発センターで黒海カレイの養殖技術の

確立を目指す。また同時に、ベイメリック養殖開発センターが持続的に新養殖魚種の技術開発および

普及を行っていけるよう、同センター施設と体制の確立も目指す。 
 

（2）裨益対象・プロジェクトサイト・実施責任機関 
 直接裨益対象： ベイメリック養殖開発センター技術者 
 間接裨益対象： 地中海およびエーゲ海沿岸の民間養殖業者および地域住民 
プロジェクトサイト： ベイメリック養殖開発センター 

 実施責任機関： 農業村落省 
 

（3）プロジェクト期間 
３年間を予定するが、今後のプロジェクト立ち上げにむけた協議により必要な場合には変更する。 

 
（4）プロジェクト計画の概要 
ア．上位目標 
黒海カレイを含む新魚種がトルコの地中海およびエーゲ海沿岸で商業的に養殖される 

 
イ．プロジェクト目標 
ベイメリック養殖開発センターにおいて黒海カレイを含む新魚種の養殖技術普及体制が整備され

る 
 
ウ．成果 
１．ベイメリック養殖開発センターで黒海カレイを含む新魚種の養殖技術開発に必要な施設が整備

される 
２．黒海カレイの養殖技術が確立される 
３．新養殖魚種開発のための技術体制が確立される 
４．地中海およびエーゲ海沿岸養殖業者への技術普及に必要な情報が蓄積される 
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エ．活動 
1-1 養殖施設・機材の整備計画を作成する 
1-2 養殖施設・機材の整備を行う 
1-3 養殖施設・機材の運営管理に必要な技術研修を実施する 
2-1 トラブゾン中央水産研究所から黒海カレイの種苗を導入する 
2-2 ベイメリック養殖開発センターにおいて経済的かつ効率的な黒海カレイの育成技術および餌料

開発の試験を行う 
2-3 選択された民間養殖業者で開発された黒海カレイ養殖技術の実証試験を行う 
3-1 新規養殖対象魚種の選定を行う 
3-2 新規養殖対象魚種の種苗を生産する 
3-3 新規養殖対象魚種の育成を行う 
3-4 新規養殖対象魚種の養殖技術の評価を行う 
4-1 養殖技術の普及体制を強化し技術情報の提供を行う 
4-2 黒海カレイ養殖普及のための技術マニュアルを作成する 
4-3 民間養殖業者を対象とした技術セミナーを実施する 

 
オ．投入 
日本側：「沿岸養殖」分野長期専門家，短期専門家（必要に応じて），黒海カレイ養殖のための資機材，

トルコ人カウンターパートの本邦研修 
トルコ側：カウンターパート人材，新養殖魚種開発のための資機材，養殖技術の開発・普及に必要な

経費 
 
3-2  エジプト 
3-2-1 海面増養殖分野の今後の課題 
農業省水産資源開発総局長は、エジプトの内水面養殖はティラピアを中心にほぼ成熟しており、こ

れ以上の大きな発展が見込めないことから、今後は海面養殖開発に力を入れる旨の発言をしている。

しかしながら、地形的に海面養殖施設設置のための適地が少ないうえ、地中海沿岸部（アレキサンド

リア近郊）は観光開発と、紅海側は軍事関係と競合することになる。また、スズキおよびヘダイは地

中海沿岸諸国が大量生産し、既に供給過剰気味な状況にあるため輸出も簡単ではない。まずは地理的

条件や市場ニーズなどから海面養殖の開発可能性を十分見極めることが重要である。そのうえで、政

府としての開発方針を決めるべきである。政府の開発方針が決まらない限り、民間セクターは海面養

殖産業に参入してこないであろう。 
 養殖種苗の供給不足が海面養殖開発の大きな課題であるとの声が、調査期間中いたるところで聞か

れた。アレキサンドリア孵化場は、スズキおよびヘダイに関しては種苗生産量を拡大できる素地を有

しており、必要とする最低限の施設や運営費が供給されれば、目標の 500 万尾生産は十分可能と考え

る。ただし、生産コスト削減や新魚種開発に要する技術には課題があると思われ、日本からの SV 派遣

は大いに有効と考える。なお、人工種苗生産量の拡大による大量種苗確保により、現在行われている

汽水域の粗放的養殖に給餌を伴う集約的養殖が導入されれば、環境問題や魚病問題が出現する可能性

があることにも留意しておく必要がある。 
 
3-2-2 内水面増養殖分野の今後の課題 

内水面における養殖に関しては、エジプトは豊富な土地と水に恵まれており、また技術水準に関し

てもティラピア，ボラなどを中心にかなりのレベルに達していると思われる。さらに、農業省下部組

織であるエジプト国際農業センター（Egyptian International Center for Agriculture : EICA）などを通じ

て、国として周辺のアフリカや湾岸諸国に対し、主にティラピア養殖に関連した専門家派遣や研修の

受け入れを積極的に行っており、最近はアジアやラテンアメリカからも研修生を受け入れている。一
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方内水面増殖分野においても、特にナセル湖の水産資源管理センターでは、JICA が 1980 年代から行

ってきた専門家のチーム派遣などの成果として、組織的な資源増殖活動が着々と進められている。こ

れらの活動は、国内に大きな湖を有している国の多いナイル川流域諸国（Nile Basin Countries）にと

っては先進事例と言え、かつ水産資源の乱獲に対する具体的な対処方針の立案に資する点が多いと思

われる。このような観点から、エジプトは内水面増養殖分野において、今後アフリカや湾岸諸国に対

する第三国協力を展開させる際に、重要な拠点として機能しうるものと思われる。しかしながら、既

存の技術の応用・発展といった側面では、まだまだ発展途上の感があり、今後のエジプトにおける内

水面増殖分野の課題と考えられる。 
 
3-2-3 エジプトにおける増養殖業を取り巻く周辺状況について 
今回調査を通じて、次の各項目に関連し明らかになった点は下記のとおりである。 
 

ア．共通事項 
・ 現在エジプトにおいて策定されている 2000 年から 2017 年までの開発計画では、養殖生産量の

年間 100 万トン達成を目指す旨が記載されており、エジプトの水産開発における養殖業は重点分

野の一つであると同時に、養殖業は最近増加している非雇用率の改善のための雇用機会の提供と

いった観点からも期待が高い。 
・ エジプトにおける淡水養殖業は一定のレベルにまで到達しており、民間に広く普及し政府の期待

も高いものの、海水養殖業に関してはまだまだ発展途上の状況にあり、政府の開発戦略も明確に

は示されていない。 
 
イ．アレキサンドリアにおける海面養殖の周辺状況 
・ 海水魚養殖のポテンシャルは高いと思われるが、ニーズに対して種苗の供給量が絶対的に少なく、

また民間は海水魚の種苗生産に投資するには淡水魚に比べ技術確立が遅れており、リスクが高い

と考えている。 
・ エジプトの地中海沿岸では、冬季の波が高く網生け簀の設置に適さない他、海軍の海域使用や環

境問題との兼ね合いもあり、実質的に海面を使用しての養殖の実施は非常に困難であり、ほとん

どの海水魚の養殖は陸上の素堀池またはナイルデルタ地帯の汽水域で行われている。しかし、ア

レキサンドリアの西約 250Km のマトルからリビア国境のサルームにかけての沿岸域や、ロゼッ

タからポートサイドにかけての沿岸域は、他分野の活動が少なく特に後者は市場にも近いため、

海水養殖の適地となりうるポテンシャルを秘めている。 
・ 海水魚の養殖は輸出市場だけでなく国内市場も視野に入れて考慮されており、その振興を行うこ

とで市場への供給量を増加させ、高級魚のイメージの高い海産魚を一般大衆魚化させることが目

標の一つとされている。 
 
ウ．ナセル湖における内水面増養殖の周辺状況 
・ アスワンでは肉が１Kg あたり 30 ポンド（約 540 円）するため、高くても Kg あたり 10 ポンド

程度で購入できる淡水魚は重要な食料となっている。 
・ 本年開設されたばかりの教育省管轄の水産高専（Secondary School）では、30 名の生徒が水産

一般に関して学んでおり、将来はハイダム湖開発総局や水産関連民間企業への人材提供が期待さ

れている。現在同校で学んでいる生徒は、１日あたり８ポンド（約 144 円）の補助が水産資源管

理センター（FMC），教育省，アスワン産業界から支給されており、業界の人材ニーズの高さが

窺える。 
・ ナセル湖における年間漁獲量は約 2 万トン弱で推移しており、漁獲される魚種の約 90％はティ

ラピアが占め、５％がナイルパーチである。近年漁獲量は微減傾向にあると思われるが、ナセル

湖の MSY（持続可能最大生産量）は５万トンと推定されている。しかし密漁が横行しており、

統計に現れない漁獲が相当あると考えられる。 
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・ ナセル湖は５つの地域に分割され、４つの協同組合と１つの民間会社（Misr Aswan Fishing and 
Fish Processing Company）によってそれぞれ漁業活動が行われている。各地域は水産資源管理

センター（FMC）によって漁船数や漁民数が管理され、漁業権として FMC から発行されている。 
・ ナセル湖環境の悪化を防止するため、ナセル湖に産業（陸域養殖も含む）排水の流入が禁止して

いることから、アブシンベルとガルフフセインの FMC 種苗生産施設では排水を農業生産に用い

るなどの試験的取り組みを行うなど、他分野との連携を行っている。 
 
3-2-4 第三国研修「ナイル流域諸国のための養殖技術」の提案 
上記調査結果に基づき、エジプト側より平成 16 年度新規案件要望で要望のあった技術協力プロジェ

クト「ナイル流域諸国のための養殖技術第三国集団研修」の内容について、FMC 所長を中心に協議を

行った。その結果、FMC では純粋な養殖研修が実施できないことと、FMC で行われている資源増殖活

動を中心とした水産資源管理活動は国内に大きな湖を有している国の多いナイル川流域諸国（Nile 
Basin Countries）にとっては先進事例と言え、かつ水産資源の乱獲に対する具体的な対処方針の立案

に資する点が多いと思われることから、第三国集団研修「ナイル流域諸国のための水産資源管理技術」

（仮）として研修実施を提案することで合意に達した。 
 
（1） 第三国研修「ナイル流域諸国のための水産資源管理技術」（仮）のコンセプト 
エジプトの対アフリカ南南協力の推進計画にのっとり、FMC で実施してきたナセル湖における水産

資源管理のための研究開発と調査結果を、ナイル流域諸国からの研修員へ伝え、参加国の適正な水産

資源管理に寄与する。 
 
（2）研修成果案 
・ 農業・干拓省に属する FMC の水産資源管理のための、組織的取り組み（水産行政）を学ぶ。 
・ 漁業調査分野の研修として、漁獲量・漁獲統計、MSY(最大漁獲維持量)算出、魚類生態調査、魚類

資源量調査、漁村調査を講義と実技により学ぶ。 
・ 資源増殖分野の研修として、孵化場の運営管理、ニロチカの種苗生産、稚魚育成、配合飼料製造、

種苗放流を講義と実技により学ぶ。 
・ 環境調査分野の研修として、水質分析（溶存酸素、PH、アンモニア等）、クロロフィル量の算出、

植物プランクトンの同定と定量、動物プランクトンの同定と定量を講義と実技により学ぶ。 
・ 研究・調査結果を基にした具体的な資源管理への取り組み（漁業法令、漁区の設定、漁業協同組合

の指導、漁業会社の役割）を学ぶ。 
・ 学んだ研修内容から、参加研修員の各国での適切な水産資源管理を考察する。 
 
（3）研修期間案 

研修期間を４週間とし、初年度は 2004 年 9 月から予定する。年に一度 3 年間継続する。 
 
（4）研修カリキュラム案 

morning Ceremony of inauguration 1day 
afternoon Introduction of facilities 
morning Presentation of lecturer :fisheries policy & strategy 2day 
afternoon Presentation of lecturer :fish landing & fisheries statistics 
morning Field survey of fish landing 3day 
afternoon Presentation of lecturer :fish biology 
morning Presentation of lecturer : estimation of MSY 4day 
afternoon Presentation of lecturer : fish resource analysis 
morning 5day 
afternoon 

Field survey of fishing camp 
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morning Tour to Aswan 6day 
afternoon   
morning 7day 
afternoon 

Free day 

morning Presentation of lecturer : hatchery management 8day 
afternoon Presentation of lecturer : tilapia seed production 
morning Presentation of lecturer : rearing tilapia fingerling 9day 
afternoon Visit to the hatchery 
morning Presentation of lecturer : artificial food for tilapia 10day 
afternoon Visit to tilapia food factory 
morning 11day 
afternoon 

Practice of tilapia seed production 

morning 12day 
afternoon 

Practice of releasing tilapia fingerling 

morning Tour to Abu simbel 13day 
afternoon   
morning 14day 
afternoon 

Free day 

morning Presentation of lecturer : water analysis & chlorophyll a 15day 
afternoon Instruction of water analysis 
morning Presentation of lecturer : phyto- & zoo-plankton 16day 
afternoon Practical identification of planktons 
morning Presentation of lecturer : Data analysis of water quality 17day 
afternoon Presentation of lecturer : Data analysis of water quality 
morning Sampling water in High dam 18day 
afternoon Practice of water analysis 
morning 19day 
afternoon 

Practice of mass culture of zoo-plankton 

morning 20day 
afternoon 

Tour to Luxsor 

morning 21day 
afternoon 

Tour to Luxsor 

morning JICA expert conference 22day 
afternoon Instruction of students project presentation 
morning Presentation of lecturer : fishing regulation  23day 
afternoon Presentation of lecturer : direction of fisheries cooperation  
morning 24day 
afternoon 

Preparation for project presentation 

morning 25day 
afternoon 

Students project presentation 

morning 26day 
afternoon 

Students project presentation 

morning 27day 
afternoon 

Free day 

morning Ceremony of closing 28day 
afternoon Free  
morning Return to Cairo 29day 
afternoon   
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（5）参加予定国案 
エジプト、スーダン、エチオピア、エリトリア、ウガンダ、タンザニア、ケニア、中央アフリカ、ル

ワンダ、ブルンジ 
 
（6）研修生の人数案 
ナイル流域諸国から 18 名、およびエジプト国内から 4 名、計 22 名 

 
（7）講師の構成案 

・FMC 研究員 8 名 
   漁獲量調査、標識放流、漁村調査、配合飼料製造、種苗放流、水質分析、漁業法令 

漁業協同組合の指導 
・日本人短期専門家 2 名 

魚類資源量調査、水産資源管理専門家：3 週間 
   ティラピア資源増殖専門家（研修運営管理を兼務する）：6 週間 
・エジプト人講師 4 名 

   国立海洋学水産研究所（NIOF）より魚類生態調査、漁獲統計、動植物プランクトン調査の講師 
   中央養殖研究所（CLAR）よりティラピア種苗生産の講師 
 
（8）必要とされる FMC への機材供与案 
・HAC 水質分析機器 1 台 
・HORIBA 水質分析器 3 台 
・溶存酸素計 YSI 2 台 
・ヤマハボート（船外機付き）2 艘 
・プランクトンネット 80 ミクロン：3       100 ミクロン：3        
・流量計 1 台 
・DBT Analog 1 台 
・水温計 10 本 
・植物プランクトン 計数セル 5 枚 
・動物プランクトン 計数セル 5 枚 
・溶存酸素測定用瓶 50 本 
・台秤 2kg ２台、5 kg ２台、10 kg ２台、50 kg 1 台 
・電子天秤 2 台 
・調査船「サダカ」スペアパーツ 各種 
・電子プロジェクター 1 台 
・コピー機 1 台 
・コンピューター 1 台 
・プリンター 1 台 



 

  

  
 
 
 
 
 
 
 

別添 1： 調査団議事録（Minutes of Meeting）
 
 













 

  

 
 

 
 
 
 
 
 
 

別添 2：トルコにおける水産業一般事情 



















 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

別添 3：エジプトにおける水産業一般事情 
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